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〇自治基本条例の普及について 

 ①自治基本条例の普及の取組みと現状について 
  ►これまでの普及の取組みと普及の現状について評価する。 

●これまでの条例の普及に係る取組み 
 

年度 冊子・物品配布 等 展示・掲示 等 講演・イベント 等 

H21 
●条例ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ作成 

●条例の手引き作成 
●懸垂幕掲示(庁舎壁面) ●市職員対象研修実施 

H22    

H23 
●子ども版ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ作成 

⇒小６授業で活用開始 
  

H24   

●ｷｬｯﾁﾌﾚｰｽﾞ募集･選考 
『みんなでつくる 住みよい 

越谷 自治のまち』 

●シンポジウム開催(市主催) 

H25    

H26  

●ｷｬｯﾁｺﾋﾟｰ・写真募集 

●５周年パネル展示 

●本庁舎受付・市民課 

モニター掲示 

●いきいき越谷５周年特集 

●シンポジウム開催 
(市民活動支援ｾﾝﾀｰ主催) 

H27 
●冊子｢参加と協働の 

ためのヒント｣作成 
  

H28 ●啓発用定規作成  ●高校講演会(総技・叡明) 

H29   ●高校講演会(越高) 

H30    

R1 

●広報季刊版特集掲載 

●啓発用ﾎﾟｹｯﾄﾃｨｯｼｭ 

●転入者へﾊﾟﾝﾌ配布開始 

●10 周年パネル展示 
（本庁舎・各地区 C） 

●10 周年記念冠事業・ 

ロゴマーク使用 

●10 周年記念講演会 

●出張講座(蒲 生 地 区 C ・ コミ協 ) 

R2  

～R7 

●子ども版ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ活用 

●転入者へﾊﾟﾝﾌ配布 

●庁内モニター掲示 

●協働ﾌｪｽﾀでのﾊﾟﾈﾙ展示
(R4～) 

●市新採用職員研修 

●出張講座 
(要望に応じ随時） 

 

●自治基本条例の認知度 
年度 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 

認知度 28.8 33.7 32.9 28.3 28.5 27.4 

年度 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 

認知度 20.7 24.9 15.1 21.7 20.2 20.7 20.8 

 

●参加と協働のまちづくりへの参加意向 
年度 R3 R4 R5 R6 R7 

参加意向割合 30.1 35.6 33.8 34.4 36.8 

資料２ 
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●推進会議における普及に関する協議の経過 
 

 

第

１

期 

答 申 「自治基本条例の普及に関する事項について」 

主な意見 

条例の普及はまだまだ不十分。浸透していると言い難い。 

・条例と日常の市民生活や地域での活動等との結びつきを具体的に示す。 

・普及には、条例を理解した自治のまちづくりを進める市民が不可欠。 

・条例を普及させるための拠点となる場が重要。 

具体策に

係る意見 

①子ども版パンフレットの活用 

②条例の愛称･キャッチフレーズ等の制定 

③シンポジウム等の開催及び既存イベント等の活用 

④条例ハンドブック等の作成 

⑤市民活動支援センターの活用  
   

第

２

期 

答 申 「自治基本条例の適切な運用に関する事項について」 

主な意見 

・市民がまちづくりの主役である自覚を促す。当事者意識の喚起が必要。 

・条例の趣旨を広く伝え、その必要性の認識を得るための取組みが重要。 
〔５ 自治基本条例のさらなる普及について〕 

具体策に

係る意見 

①イベントを開催 

②愛称の制定 

③冊子等を作成及び配布 

④市民を対象にした講座や研修会等 
   

第

３

期 

報告書 「参加と協働による、市民を主体とした自治のまちづくりを進めるために」 

主な意見 
普及の取組みも進んでいるが､継続して普及啓発を図ることが求められる｡  

〔４ 自治基本条例のさらなる普及について〕 

具体策に

係る意見 

①小学生向け条例啓発品の配布 

②教員を対象に条例の研修 

③出張講座、イベント等での講座実施 

④市ＨＰやＳＮＳを活用したＰＲ 
   

第

４

期 

報告書 「第４期越谷市自治基本条例推進会議の取組みについて」 

主な意見 
普及の取組みも進んでいるが、継続的に創意工夫を凝らした取組みが必要。 

〔⑵現状分析について－①自治基本条例の認知について〕 
具体策に

係る意見 
なし 

   

第

５

期 

報告書 「第５期越谷市自治基本条例推進会議の取組みについて」 

主な意見 
※協議中に出された委員の意見を掲載（会議としてまとめた意見なし） 

〔２推進会議の意見 － ⑵自治基本条例の普及・啓発について〕 

具体策に

係る意見 
※同上 

   

第

６

期 

報告書 「自治基本条例の適切な運用に関する事項について」 

主な意見 
※協議中に出された委員の意見を掲載（会議としてまとめた意見なし） 
〔Ⅳ その他の所管事項について － １ 自治基本条例の普及に関する事項〕 

具体策に

係る意見 
※同上  
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第

７

期 

報告書 「自治基本条例の適切な運用及び普及に関する事項について」 

主な意見 

普及のための様々な取組みがなされている一方、認知度は【低い】状態となっ

ている。今後の普及に関する方向性として、“条例自体を普及させることが必

要”、“市政参加等の取組みと条例の関係を理解してもらうことが必要”、“結

果として、参加や協働等が市民生活に浸透していることが重要”という３つの

考え方が示された。 

具体策に

係る意見 

①子どもや若者、市民団体等にターゲットを絞った普及 

②子ども版パンフレットの活用 

③市ＨＰやＳＮＳを活用したＰＲ 

④中学校や高校の文化祭等の活用 
   

第

８

期 

報告書 「自治基本条例の普及、適切な運用、条例の見直しに関する事項について」 

主な意見 

 普及に関する取り組みとして一定の努力は見受けられるが、引き続き普及を

進めていくとともに、こどもや若者を含めた全年代への周知を図る必要があるとの

意見があった。一方で、条例の普及にこだわる必要はなく、参加や協働の機会が確

保されていることが重要であるという意見もあった。 

具体策に

係る意見 

①市の取り組みと条例の関連性の明示  

②広報や SNS（デジタル）の活用 


